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研究成果の概要（和文）：本研究は、国際学力調査の流通過程の変化が与える教育政策へのインパクトを国際比
較の視点から分析することを目的としている。国際アセスメントのデータが誰でも自由に利用できるようになっ
たことで、教育政策の経済的な価値が注目され、グローバルな教育政策市場が形成されている。この場には教育
産業だけでなく、各国の大学や研究所も参加し、国家による「教育の輸出」も始まっている。教育政策の売買は
比較教育学が蓄積してきた方法論および発展過程を問い直す事象でもある。本研究は４年間を通じて、国境を越
えた教育政策の売買の実態を明らかにし、「教育の輸出」を教育学的な視点から新しい教育対象として捉えるこ
との意義を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study aims to analyze the impact on education policy influenced by the 
change in the usage of international large-scale assessments (ILSAs). Data from ILSAs have become 
free to use for the public, and education policy has gained more attention with economic interest. 
This trend leads to the emerging Global Education Policy Market (GEPM). The education industry, 
universities and research institutions have joined this market, and even nations (governments) have 
entered as actors, to start "Education Export". This phenomenon of buying and selling education 
policy overseas, raises questions of the traditional methodology and development process of 
comparative education. This project clarified the overall condition and structure of GEPM, and 
proposed which "Education Export" should be examined from an educational perspective.

研究分野： 比較教育学

キーワード： グローバル教育政策市場　教育の輸出　大規模国際アセスメント　比較教育学　エデュ・ビジネス　リ
ベリア　EDU-Portニッポン
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研究成果の学術的意義や社会的意義
オーストラリア、オランダ、ドイツ、シンガポールの4カ国の政府系教育研究機関で聞き取り調査を行い、経済
的にも学力的にも有利な立場にある輸出国が、PISA調査の議決権のない途上国に対して政策ノウハウを譲渡して
いる実態を明らかにした。これにより、「グローバル教育政策市場」が勃興を明証するとともに、輸出国と輸入
国の間に不均衡な関係があることを指摘した。また、リベリアにおける教育省業務の一括外注案件(PSL)の分析
を通じて、比較教育学の政策移転論の限界を指摘し、経済的動機による転移を分析する枠組みが必要だと提起し
た。これらの成果を通じて、「教育の輸出」を教育的価値の視点から捉えることの重要性を見出した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 国際学力調査は、1964 年の第 1 回国際数学教育調査(FIMS)以降、次第に多くの国を巻き込
み、今では 75％以上の途上国が参加するまで拡大している(cf. Lockheed, 2013)。アセスメント
の急速な広がりに伴って、測定・分析技術の新しいアイデア(ビッグデータ等)が生まれ、比較教
育学研究にも飛躍的な発展がみられた。Bereday (1964)は比較教育学の発展を 3 段階に区分し、
国際調査登場後を「分析の時代」と定義した。これに対し、Auld & Morris (2013)は 21 世紀の
アセスメントは従前の方法論では対応できない現象が起きているとして「新しいパラダイム」へ
の移行を指摘している。 
 従来の国際調査は、各国の研究者が中心となって実施し、その結果は政府あるいは限られた専
門家が慎重に利用した。その際に重視したのが、各国の社会文化的背景の考慮や、フランス(国)
とスペイン(国)、A 学校と B 学校というように、比較対象のレベルを合わせるといった基本的
な「作法」だった(Bray & Thomas, 1995)。しかし昨今では、OECD(経済協力開発機構)PISA(生
徒の学習到達度調査)のすべてのデータがウェブ上に公開され、民間企業も自由に利用できるよ
うになり(Seller & Lingard, 2013)、利用の目的を問わずに編集・解釈されるようになった。例
えば、OECD の PISA for School プロジェクトでは、国単位で集めたデータを各学校の改善に
活かそうとしており、データの扱い方に特徴的な変化が見られる(Hayashi, 2015)。 
 アセスメントの流通過程の変化は、グローバルな教育市場を生み出している(Spring, 2010, 
Ball, 2012, Mayer et. al., 2013)。各政策を比較費用効果分析にかけることによって、成績を向
上させるための効率的な選択肢を割り出すことができ、1 点あたりのコストを算出できるよう
になった(Yeh, 2011)。その分析結果は経済的価値を伴うことから、コンサル事業の商材にされて
いる。注目すべきは、教育企業のみならず、ヘルシンキ大学のような国立大学、さらにはオラン
ダ、オーストラリア、シンガポールの国立教育研究所もこの市場に参入し、積極的な市場開拓を
行っている点にある。この背景には、「小さな政府」を目指して公的機関の独立法人化を進めた
ことと、リーマンショックによる教育財政のひっ迫がある(林, 2016, 図 1 参照)。国家の参入は
倫理的な問題をはらむだけでなく、比較教育学研究が蓄積してきた方法論および発展過程を問
い直す事象とも捉えられる。そこで本研究では、国境を越えた教育政策の売買の実態を明らかに
するとともに、教育政策の経済取引をめぐる新しい事象の分析を行うことにした。 
 
２．研究の目的 
 研究期間（当初 4 年間、育児休業および新型コロナウィルス感染症の影響により 1 年間延長
された）の中で、国境を越えた教育政策市場の実態と教育政策及び実践に与えるインパクトを明
らかにすることを目指して、以下の 4 点について研究を進めた。第一に、文献調査と現地調査
によりグローバル教育政策市場に参加するアクターとその関係を明らかにすること。第二に、聞
き取り調査により各アクターの戦略や動向を調査し、資金拠出の意図と目的外利用に対する姿
勢を明らかにすること。ここでは特に、流通過程における収益構造が意図的に生み出されている
のか、あるいは各アクターが別個に最適化した結果として、自然に市場が形成されているのかに
注目し、社会的責任と倫理性を問おうとした。第三に、近い関心を持つ研究者と議論し、流通過
程の変化によって生じている「新しいパラダイム」を分析するための新しい方法論を検討するこ
とである。最後に、研究の過程と成果を積極的に公表することで、新しい事象を対象とする研究
領域の確立を目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究は①文献調査②現地調査③研究対話の 3 本柱で進めた。①文献調査によって最新の研
究動向を把握し、公開情報を漏れなく収集した上で、②機関等で聞き取り調査を行い、会議メモ
や会計資料等の一次資料を収集して研究資源を確保した。③加えて、研究者や教育企業の職員等
と研究対話を行い、最新の動向を分析する方法論について議論した。研究の遂行にあたり、調査
国、企業、国際機関の研究協力者と連携して情報収集を行った。 
 
４．研究成果 
 主な成果は 3点ある。第一に、グローバル教育政策市場の勃興を明証した上で、このマーケッ



トに参加するアクターとその関係を明
らかにしたことである。先行調査では、
アセスメントの開発および実施に関わ
る ア ク タ ー と し て OECD, ETS, 
Pearson、ACER、DiPF、Cito、NIER 等の
機関が挙がっていた。これに加えて、教
育政策のコンサルサービスを購入して
いる中東諸国、ASEAN 等の教育行政当
局、アセスメントの結果を二次利用し
ている民間教育企業が想定された。本
研究を通じてこれらのアクターにコン
タクトを取り、聞き取り調査により教
育政策の輸出国と輸入国を特定した。
図 1.にあるように、国境を越えたコン
サルティング事業の対象国は、オース
トラリア(ACER)、ドイツ(Cito)、ドイ
ツ(DiPF)、シンガポール(NIEI)がそれ
ぞれ「棲み分け」をするかのように重
ならずに進出している実態が明らか
になった。 
 また、図 2.のように分析すること
で、これらのアクターが顧客とする国
は経済的にも学力的にも不利な立場
にあることを明らかにした。教育政策
の売買は一見すると対等な経済取引
のようにも見えるが、輸入国（途上国）
は OECD非加盟国であることから、PISA 
Governing Board にも入れず、PISA の
運営に関わることができない。このこ
とから、途上国は商品の値付け（アセ
スメントの枠組み作りやコンピテン
シーの選択と定義、教育成果の価値付
け等）に関わることができない不公正
な状態になっていることを示した。林
(2016）では、この非対称な関係を「教
育のヘゲモニー」と呼び、アセスメン
ト流通過程の倫理的問題を提起した。 
 第二に、グローバル教育政策市場の一形態として「教育の輸出」を取り上げ、各国政府がマー
ケットにアクターとして参入し、国策として教育産業の対外戦略を推し進めている背景を分析
した。Hayashi (2019)においては、「教育の輸出」が財政危機(いわゆる「リーマンショック」)
からの立ち直りを目指す経済戦略の一環と位置づいていることを聞き取り調査から明らかにし、
各国の事例を紹介した。特に、イギリス資本によるガーナの私立学校チェーン（オメガ・スクー
ル）の事例と日本の JICA および EDU-Port ニッポン事業を取り上げ、義務教育段階の「教育の輸
出」が職能訓練と連動することで、従来の植民地政策（①植民地の労働力を使い②自然資源や原
料を搾取する, Gilmartin, 2019, Kay & Nystrom, 1971）という 2重の搾取に加えて、③労働
力を育成する段階で授業料を徴収するという、さらに輪をかけた「教育の植民地主義」が起こる
懸念を示した(Hayashi, 2019)。 
 第三に、教育政策の経済取引を理論化すべく、比較教育学の政策移転論の限界を明らかにした。
オメガ・スクールはピアソン社を後ろ盾とするアセスメントや教材を用いて標準化された授業
を提供し、ガーナ国内で高い人気を得ている。また、リベリア政府が教育省業務の一括外注案件
(PSL)を進めた際には、チャータースクールの提供事業者として大きな収益を上げている。オメ
ガ・スクールでの主要幹部への聞き取り調査では、現場の創意工夫を尊重せず、標準化されたカ
リキュラムに従って忠実に教える教員を求めているというコメントを得た。このことから、従前
の政策移転論が政治的な動機による政策移転のみを扱い、移植先への「土着化」を最終形態とみ
なしていた(Cowen, 2006)のに対して、「教育の輸出」では経済的な動機による政策移転が起こ
り、その最終形態は「土着化」させないことにあると分析した。輸出側が教育政策の商業的価値
を維持するために、土着化を阻害し続けるという態度は教育的ではないという点が本質的な問
題であると論じた（林, 2019）。 
 これらの成果を通じて、グローバル教育政策市場や「教育の輸出」現象を教育的価値の視点か
ら捉えることの重要性を見出した。 
 本課題の成果については、林(2016)には日本教育行政学会研究奨励賞が、林(2019)には日本教
育学会奨励賞が与えられるなど、学術的に高い評価を得ている。 
 

図 1. 国境を越えたコンサルティング事業の対象地域 

（出典：林(2016)） 

図 2. 「グローバル教育政策市場」参加国の経済およ

び学力の状況        （出典：林(2016)） 
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